
平成２０年度新規採択に係る事前評価実施地区一覧表

（１）国有林直轄治山事業

1 富山 富山森林管理署 復旧治山 白萩川上流 しらはぎがわじょうりゅう 2,694,584 504,012 5.35

2 長野 北信森林管理署 復旧治山 高山（白根沢） たかやま（しらねさわ） 67,999 8,654 7.86

3 長野 北信森林管理署 復旧治山 栃川 とちがわ 225,011 86,538 2.60

4 長野 中信森林管理署

重要自然
維持地域
保安林整
備

上高地平 かみこうちたいら 807,500 166,542 4.85

5 長野 中信森林管理署 復旧治山 白沢 しらさわ 153,842 55,529 2.77

6 長野 中信森林管理署 復旧治山 西穂 にしほ 787,347 194,970 4.04

7 長野 中信森林管理署 復旧治山 浦川（Ⅱ） うらかわ 482,191 312,118 1.54

8 長野 中信森林管理署 復旧治山 湯川（Ⅱ） ゆがわ 81,183 61,298 1.32

9 長野 中信森林管理署 復旧治山 境川（Ⅱ） さかいがわ 43,770 17,308 2.53

10 長野 東信森林管理署 復旧治山 雨川中流 あまかわちゅうりゅう 233,189 115,167 2.02

11 長野 東信森林管理署 復旧治山 長倉山 ながくらやま 142,027 54,239 2.62

12 長野 東信森林管理署 復旧治山 杣添川南 そまぞえがわみなみ 188,243 117,205 1.61

13 長野 南信森林管理署 復旧治山 瀬戸沢１ せとざわ 940,320 755,587 1.24

14 長野 木曽森林管理署 復旧治山 贄川９ にえかわ 777,254 190,913 4.07

15 長野 木曽森林管理署 復旧治山 小木曽２４ おぎそ 262,255 142,656 1.84

16 長野 木曽森林管理署 復旧治山 小木曽２５ おぎそ 140,562 41,346 3.40

17 長野 木曽森林管理署 復旧治山 小俣川（Ⅰ） こまたかわ 116,276 27,758 4.19

18 長野 木曽森林管理署南木曽支署 復旧治山 阿寺３３ あでら 77,652 19,231 4.04

19 長野 木曽森林管理署南木曽支署 復旧治山 阿寺５１ あでら 182,513 84,824 2.15

20 長野 木曽森林管理署南木曽支署 復旧治山 伊奈川２ いながわ 375,762 181,860 2.07

21 長野 木曽森林管理署南木曽支署 復旧治山 伊奈川７ いながわ 115,423 19,231 6.00

22 長野 木曽森林管理署南木曽支署 復旧治山 田立１１ ただち 315,774 102,590 3.08

23 長野 木曽森林管理署南木曽支署 復旧治山 南木曽３７ なぎそ 103,702 14,423 7.19

24 長野 木曽森林管理署南木曽支署 復旧治山 北蘭２２ きたあららぎ 217,696 71,023 3.07

25 岐阜 飛騨森林管理署 復旧治山 穂高（下抜戸沢） ほだか（しもぬけどさわ） 209,333 45,000 4.65

中部森林管理局

整理
番号

分析結果
Ｂ／Ｃ
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都道
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26 岐阜 飛騨森林管理署
特定流域
総合治山

黒内（ふくろ洞支渓） くろうち（ふくろぼらしけい） 1,007,764 145,129 6.94

27 岐阜 飛騨森林管理署 復旧治山 船原山（栃洞谷） ふなばらやま（とちぼらだに） 269,713 122,603 2.20

28 岐阜 飛騨森林管理署 復旧治山 大白川（タキ谷） おおしらかわ（たきだに） 98,690 43,269 2.28

29 岐阜 飛騨森林管理署 復旧治山 大厩川（大蓑谷） むまやがわ（おおみのだに） 102,397 37,500 2.73

30 岐阜 岐阜森林管理署 復旧治山 小黒川 おぐろかわ 796,830 267,660 2.98

31 岐阜 岐阜森林管理署 復旧治山 乗政（本谷） のりまさ（ほんたに） 617,893 225,483 2.74

32 岐阜 岐阜森林管理署 復旧治山 七宗本谷 しちそう（ほんたに） 625,855 80,133 7.81

33 岐阜 東濃森林管理署 復旧治山 東沢 ひがしざわ 421,977 156,456 2.70

34 岐阜 東濃森林管理署 復旧治山 タツガヒゲ たつがひげ 913,952 344,632 2.65

35 愛知 愛知森林管理事務所 予防治山 的矢沢 まとやさわ 14,688 7,692 1.91

36 愛知 愛知森林管理事務所 復旧治山 男川 おとがわ 78,836 34,911 2.26

37 愛知 愛知森林管理事務所 復旧治山 池上沢 いけがみさわ 8,683 2,885 3.01



平成２０年度新規採択に係る事前評価実施地区一覧表
中部森林管理局

（１）国有林直轄治山事業

2 効率性

（1） （2） （3） （1） （1） （2） （3）
① ② ③ ④ ⑤ ① ② ③

1 富山 富山森林管理署 復旧治山 白萩川上流 しらはぎがわじょうりゅう ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ － Ａ Ａ Ａ Ｂ － Ａ － Ｃ

2 長野 北信森林管理署 復旧治山 高山（白根沢） たかやま（しらねさわ） ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ａ － Ｃ

3 長野 北信森林管理署 復旧治山 栃川 とちがわ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ － Ｃ

4 長野 中信森林管理署

重要自然
維持地域
保安林整
備

上高地平 かみこうちたいら ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ － Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ － Ｃ

5 長野 中信森林管理署 復旧治山 白沢 しらさわ ○ ○ ○ ○ ○ B Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ － Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ － Ｃ

6 長野 中信森林管理署 復旧治山 西穂 にしほ ○ ○ ○ ○ ○ B Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ － Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ － Ｃ

7 長野 中信森林管理署 復旧治山 浦川（Ⅱ） うらかわ ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ － Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ － Ｂ

8 長野 中信森林管理署 復旧治山 湯川（Ⅱ） ゆがわ ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ A Ｂ － Ｂ Ｂ A Ｂ Ｂ Ｂ － Ｃ

9 長野 中信森林管理署 復旧治山 境川（Ⅱ） さかいがわ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ － Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ － Ｃ

10 長野 東信森林管理署 復旧治山 雨川中流 あまかわちゅうりゅう ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ － Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ａ

11 長野 東信森林管理署 復旧治山 長倉山 やがくらやま ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ － Ａ Ａ Ａ Ａ － Ａ － Ｃ

12 長野 東信森林管理署 復旧治山 杣添川南 そまぞえがわみなみ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ － Ａ Ｂ Ａ Ｂ － Ａ － Ａ

13 長野 南信森林管理署 復旧治山 瀬戸沢１ せとざわ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ － Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ － Ｃ

14 長野 木曽森林管理署 復旧治山 贄川９ にえかわ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ － Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｃ

15 長野 木曽森林管理署 復旧治山 小木曽２４ おぎそ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ － Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ － Ｃ

16 長野 木曽森林管理署 復旧治山 小木曽２５ おぎそ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ － Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ － Ｃ

17 長野 木曽森林管理署 復旧治山 小俣川（Ⅰ） こまたかわ ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ Ａ Ｃ Ａ Ｂ Ａ － Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ａ － Ｃ

18 長野 木曽森林管理署南木曽支署 復旧治山 阿寺３３ あでら ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ － Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｂ － Ｂ

19 長野 木曽森林管理署南木曽支署 復旧治山 阿寺５１ あでら ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ － Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｂ － Ｂ

20 長野 木曽森林管理署南木曽支署 復旧治山 伊奈川２ いながわ ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ － Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｂ － Ｂ

21 長野 木曽森林管理署南木曽支署 復旧治山 伊奈川７ いながわ ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ － Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｂ － Ｂ

22 長野 木曽森林管理署南木曽支署 復旧治山 田立１１ ただち ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ － Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ － Ｂ

23 長野 木曽森林管理署南木曽支署 復旧治山 南木曽３７ なぎそ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ － － Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ａ － Ｂ

24 長野 木曽森林管理署南木曽支署 復旧治山 北蘭２２ きたあららぎ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ － － Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ａ － Ｂ

25 岐阜 飛騨森林管理署 復旧治山 穂高（下抜戸沢） ほだか（しもぬけどさわ） ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ － Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

26 岐阜 飛騨森林管理署
特定流域
総合治山

黒内（ふくろ洞支渓） くろうち（ふくろぼらしけい） ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ － Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

27 岐阜 飛騨森林管理署 復旧治山 船原山（栃洞谷） ふなばらやま（とちぼらだに） ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

28 岐阜 飛騨森林管理署 復旧治山 大白川（タキ谷） おおしらかわ（たきだに） ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ － Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

29 岐阜 飛騨森林管理署 復旧治山 大厩川（大蓑谷） むまやがわ（おおみのだに） ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

30 岐阜 岐阜森林管理署 復旧治山 小黒川 おぐろかわ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｃ

31 岐阜 岐阜森林管理署 復旧治山 乗政（本谷） のりまさ（ほんたに） ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ｂ － Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｃ Ｂ Ｂ Ａ Ｃ

32 岐阜 岐阜森林管理署 復旧治山 七宗本谷 しちそう（ほんたに） ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｃ

33 岐阜 東濃森林管理署 復旧治山 東沢 ひがしざわ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

34 岐阜 東濃森林管理署 復旧治山 タツガヒゲ たつがひげ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

35 愛知 愛知森林管理事務所 予防治山 的矢沢 まとやさわ ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ － Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ － Ｃ

36 愛知 愛知森林管理事務所 復旧治山 男川 おとこがわ ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ － Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ － Ｃ

37 愛知 愛知森林管理事務所 復旧治山 池上沢 いけがみさわ ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ － Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ － Ｃ

1 有効性 3 事業の実施環境等
整理
番号

事業実施地区名事業名事業実施主体
都道
府県

チェックリスト

1 2 3 4 5
（4） （5）

Ⅱ 優先配慮事項Ⅰ必須事項



整理番号 １

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０年度～２９年度（１０年間）

事業実施地区名 事業実施主体 中部森林管理局白萩川上流

（都道府県名） 富山森林管理署(しらはぎがわじょうりゅう)
（富山県）

、富山県中新川郡上市町の南東部で剣岳から猫又山を結ぶ稜線の事業の概要・目的 当地区は
西斜面に位置し、急峻で浸食の進んだ壮年期地形を呈している。地質は、火
成岩類、変成岩類等で構成され、大規模な特殊荒廃地が点在するなど荒廃が
進んでいる。また、豪雪地帯であり、融雪期等には山腹崩壊が拡大する等土
砂生産が著しい地域である。近年多発する集中豪雨（平成16年台風等）によ
り崩壊地が拡大するとともに、渓床内には不安定土砂の堆積が進んでおり、
このまま放置すると崩壊地の拡大や土石流の発生による下流域への被害が高
まっている。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び渓間工による山脚の固定と不安
定土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 ５基
山腹工 1.44ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ５０４，０１２千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １１１，４５３千円

災害防止便益 ２，５８３，１３１千円

計 ２，６９４，５８４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．３５

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すると今後の集中豪雨
等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与えるおそれが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し下流域の保全を図るため実施するものであり必要
性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され、下流域の保全が図られることか
ら、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 1

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 2,362

a-2 34,985

流域貯水便益 b-1 1,902

b-2 28,170

水質浄化便益 c-1 2,785

c-2 41,249

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 6,626 6,626 ＋ 98,134 ＋ 152 ＝

d-2 98,134 104,912 <

土砂崩壊防止便益 e 152 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 2,583,131 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 2,694,584

事 業 費  （Ｃ）　 504,012 千円

2,694,584

504,012

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 5.35＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

2,583,131

適用しない

復旧治山      
白萩川上流

備　　　　考

富山県



別紙２
整理番号 ２

事 前 評 価 個 表

平成２０年度（単年度）事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間

事業実施地区名 高山（白根沢） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） 北信森林管理署(たかやま(しらねさわ))

（長野県）

事業の概要・目的 当地区は、長野県上高井郡高山村の横手山西側の松川沿いに位置している。地質
は、第四紀層の安山岩類であり、凍結融解等による風化作用による浸食により荒廃が
進んでいる。また、酸性土壌であることから、植物の生育が困難な地域である。平成１８
年７月の梅雨前線豪雨により、山腹崩壊地が拡大し、多量の不安定土砂が堆積してい
る。このまま放置すると崩壊の拡大によって下流の温泉施設に被害を与える危険が高ま
っている。
このため、山腹工により崩壊地の拡大及び表面浸食による土砂の流出を防止し、下

流の温泉施設の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するも
のである。

主な事業内容 山腹工 ０．０６ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ８,６５４ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３５０ 千円

災害防止便益 ６７，６４９ 千円

計 ６７，９９９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．８６

評価結果 ・必要性： 現地の崩壊状況から、放置すると今後の集中豪雨等の際に崩壊地の拡大
等により、下流域に被害を与えるおそれが高い。このため、山腹崩壊地の復
旧により下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められ
る。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制され下流
域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法で検
討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び各観点
からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公益的機能の
増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認められる。



様式１

整理番号 2

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 95

a-2 100

流域貯水便益 b-1 31

b-2 32

水質浄化便益 c-1 45

c-2 47

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 2,679 2,679 ＋ 2,820 ＋ 4 ＝

d-2 2,820 5,503 <

土砂崩壊防止便益 e 4 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 67,649 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 67,999

事 業 費  （Ｃ）　 8,654 千円

67,999

8,654

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

67,649

適用しない

復旧治山      
高山（白根沢）

備　　　　考

長野

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 7.86＝ ＝



別紙２
整理番号 ３

事 前 評 価 個 表

平成２０年度（単年度）事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間

事業実施地区名 事業実施主体 中部森林管理局栃川（とちがわ）
（都道府県名） （長野県） 北信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は長野県下水内郡栄村の苗場山西側の栃川沿いに位置し、栄村上ノ原集落
の重要な水源域になっている。地質は第四紀火山安山岩類であり、凍結融解等による
風化作用による浸食により、荒廃が進んでいる地区である。平成１８年７月の梅雨前線
豪雨により、山腹崩壊が拡大し、多量の不安定土砂が堆積している。下流には上ノ原
地区取水施設・国道があり、特に崩壊地直近にある取水施設から取り入れられる水は、
冬期の路面凍結を防止する重要な役割を担っており、栄村から早急な事業実施を求め
られている。
このため、山腹工により崩壊地の拡大及び表面浸食による土砂の流出を防止し、取

水施設等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施する
ものである。

主な事業内容 山腹工 ０．５０ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ８６,５３８ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １４，８３７ 千円

災害防止便益 ２１０，１７４ 千円

計 ２２５，０１１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．６０

評価結果 ・必要性： 現地の崩壊状況から、放置すると今後の集中豪雨等の際に崩壊地の拡大
等により、下流域に被害を与えるおそれが高い。このため、山腹崩壊地の復
旧により、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認めら
れる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制され下流
域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法で検
討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び各観点
からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公益的機能の
増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認められる。



様式１

整理番号 3

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 577

a-2 4,853

流域貯水便益 b-1 405

b-2 3,412

水質浄化便益 c-1 594

c-2 4,996

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 22,325 22,325 ＋ 187,832 ＋ 17 ＝

d-2 187,832 210,174 >

土砂崩壊防止便益 e 17 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 166,917 適用しない

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 225,011

事 業 費  （Ｃ）　 86,538 千円

225,011

86,538

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

166,917

適用する

復旧治山      
栃川

備　　　　考

長野

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.60＝ ＝



別紙２
整理番号 ４

事 前 評 価 個 表

平成２０～２２年度（３年間）事業名 事業計画期間重要自然維持地域保安林整備

事業実施地区名 上高地平 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （かみこうちたいら） 中信森林管理署

長野県

事業の概要・目的 当地区は長野県松本市安曇の西部、上高地地区に位置し、地質は安山岩質溶結
凝灰岩等で構成され、厳冬期の気温低下による凍結融解等による風化が著しく荒
廃の誘因となっている。
また、山岳観光地として年間１８０万人の登山、観光客等が訪れ、保健休養の

場として利用している国立公園内の地域である。
平成１８年７月の梅雨前線豪雨（総雨量503mm）にともなう集中豪雨により、

山腹崩壊が発生し、遊歩道等に各支流から土砂が流出し、観光客・登山者、山小
屋関係者等に影響が出た。
また、豪雨時の傷跡は今も、梓川河床内にある無数の流木、崩壊法面として残

っている。河床内の流木については、下流の保全対象に対し影響が大きく、歩道
法面についても、その直下を多くの登山者が通り、危険な状態となっている。
このため、山腹工による崩壊地の復旧や渓間工による不安定土砂の流出を防止

し、宿泊施設の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施する
ものである。

主な事業内容：山腹工 ０．７７ha
渓間工 ２ 基
その他、流木除去等

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １６６，５４２（千円）

総 便 益（Ｂ）

水源かん養便益 ２３，０８６（千円）
災害防止便益 ７８４，４１４（千円）

計 ８０７，５００（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．８５

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すると今後の集中豪雨
等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与えるおそれが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され、下流域の保全が図られることか
ら、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 4

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 888

a-2 5,761

流域貯水便益 b-1 891

b-2 5,779

水質浄化便益 c-1 1,305

c-2 8,462

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 3,407 3,407 ＋ 22,096 ＋ 30 ＝

d-2 22,096 25,533 <

土砂崩壊防止便益 e 30 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 784,414 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 807,500

事 業 費  （Ｃ）　 166,542 千円

807,500

166,542

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

784,414

適用しない

復旧治山      
上高地平

備　　　　考

長野県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 4.85＝ ＝



別紙２
整理番号 ５

事 前 評 価 個 表

平成２０年度～平成２１年度（２年間）事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間

事業実施地区名 白沢（しらさわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） 長野県 中信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県松本市安曇の西部、上高地地区に位置し、急峻で、地質は滝
谷花崗閃緑岩から構成され、厳冬期の気温低下による凍結融解等による風化作用
が著しく荒廃の誘因となっている。
また、山岳観光地として年間180万人の観光客等が訪れる国立公園である。
平成１８年７月の梅雨前線豪雨（総雨量５０３mm）にともなう集中豪雨によ

り、山腹崩壊が発生するとともに遊歩道へ土砂礫が流下し、遊歩道の一部が決壊
・埋没し、通行止めとなる被害が発生した。
このため、渓間工により渓岸崩壊の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を

防止し、宿泊施設の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施
するものである。

主な事業内容： 渓間工 ４基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ５５，５２９（千円）

総 便 益（Ｂ）

水源かん養便益 １０，１１８（千円）
災害防止便益 １４３，７２４（千円）

計 １５３，８４２（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．７７

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高い。このため、
渓間工により渓流の安定を図り、不安定土砂の流出を防止し、下流域
の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、渓流の安定が図られ、土砂の流出が
抑制し下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 5

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 0

a-2 2,914

流域貯水便益 b-1 0

b-2 2,923

水質浄化便益 c-1 0

c-2 4,281

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 0 0 ＋ 11,177 ＋ 0 ＝

d-2 11,177 11,177 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 143,724 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 153,842

事 業 費  （Ｃ）　 55,529 千円

153,842

55,529

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

143,724

適用しない

復旧治山      
白沢

備　　　　考

長野県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.77＝ ＝



別紙２
整理番号 ６

事 前 評 価 個 表

平成２０年度（単年度）事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間

事業実施地区名 西穂（にしほ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） 長野県 中信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県松本市安曇の西部、上高地地区に位置し、急峻で、地質は滝
谷花崗閃緑岩から構成され、厳冬期の気温低下による凍結融解等による風化作用
が著しく荒廃の誘因となっている。
また、山岳観光地として年間180万人の観光客等が訪れる国立公園である。
平成１８年７月の梅雨前線豪雨（総雨量５０３mm）にともなう集中豪雨によ

り、山腹崩壊が発生するとともに遊歩道へ土砂礫が流下し、遊歩道の一部が決壊
・埋没し、通行止めとなる被害が発生した。
このため、山腹工により崩壊地の復旧及び表面浸食による土砂流出を防止し、

宿泊施設の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもの
である。

主な事業内容： 山腹工 １．０５ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９４，９７０（千円）

総 便 益（Ｂ）

水源かん養便益 １２，７６７（千円）
災害防止便益 ７７４，５８０（千円）

計 ７８７，３４７（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．０４

評価結果 ・必要性： 現在も崩壊地の拡大が進んでおり、放置すると今後の集中豪雨等の
際に崩壊地が拡大し下流に被害を与える恐れが高い。このため、山腹
崩壊地の復旧により、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 6

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 1,211

a-2 2,466

流域貯水便益 b-1 1,215

b-2 2,474

水質浄化便益 c-1 1,779

c-2 3,622

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 46,882 46,882 ＋ 95,434 ＋ 123 ＝

d-2 95,434 142,439 <

土砂崩壊防止便益 e 123 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 774,580 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 787,347

事 業 費  （Ｃ）　 194,970 千円

787,347

194,970

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

774,580

適用しない

復旧治山      
西穂

備　　　　考

長野県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 4.04＝ ＝



別紙２
整理番号 ７

事 前 評 価 個 表

平成２０年度～平成２２年度（３年間）事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間

事業実施地区名 浦川Ⅱ（うらかわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） 長野県 中信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県北安曇郡小谷村の西部に位置し、地形は大起伏山地を呈し、
深く渓流に刻まれて起伏量、谷密度とも大きい。地質は古生層の安山岩類、火山
灰及び火山破屑物等で構成され、糸魚川ー静岡構造線による断層破砕を受けてい
ることから荒廃の進んでいる地区である。
明治44年には、20世紀の日本で最大級といわれる大崩壊が起こり、下流に大き

な被害を及ぼすとともに、渓岸荒廃や不安定土砂の堆積が進んだ。。
このことから、昭和63年より治山事業に着手し、渓流に不安定に堆積している

土砂の流出防止と崩壊地の復旧に努めた。
平成18年7月の梅雨前線豪雨にともなう集中豪雨により、山腹崩壊地が拡大し

不安定土砂となって堆積している。
このため、山腹工により崩壊地の復旧及び表面浸食による土砂流出を防止し、

村道等の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもので
ある。

主な事業内容： 山腹工 ０．９３ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３１２，１１８（千円）

総 便 益（Ｂ）

水源かん養便益 ２１，７０２（千円）
災害防止便益 ４６０，４８９（千円）

計 ４８２，１９１（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．５４

評価結果 ・必要性： 現在も崩壊地の拡大が進んでおり、放置すると今後の集中豪雨等の
際に崩壊地が拡大し下流に被害を与える恐れが高い。このため、山腹
崩壊地の復旧により、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 7

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 2,846

a-2 9,664

流域貯水便益 b-1 849

b-2 2,881

水質浄化便益 c-1 1,243

c-2 4,219

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 41,524 41,524 ＋ 140,983 ＋ 214 ＝

d-2 140,983 182,721 <

土砂崩壊防止便益 e 214 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 460,489 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 482,191

事 業 費  （Ｃ）　 312,118 千円

482,191

312,118

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

460,489

適用しない

復旧治山      
浦川（Ⅱ）

備　　　　考

長野県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 1.54＝ ＝



別紙２
整理番号 ８

事 前 評 価 個 表

平成２０年度～平成２１年度（２年間）事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間

事業実施地区名 湯川Ⅱ（ゆがわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） 長野県 中信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県松本市安曇の西部、白骨地区に位置し、急峻で、地質は古生
層及び乗鞍岳火山噴出物から構成され、厳冬期の気温低下による凍結融解等によ
る風化作用が著しく荒廃の誘因となっている。
平成１８年７月の梅雨前線豪雨（総雨量５０３mm）にともなう集中豪雨によ

り、山腹崩壊地が発生し流下したことにより林道が損壊した。
このまま放置すると崩壊地の拡大や渓流内不安定土砂が、林道や下流域の保全

対象に被害を与える危険が高まっている。
このため、山腹工により崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定

土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本
事業を実施するものである。

主な事業内容： 山腹工 ０．１６ｈａ

渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ６１，２９８（千円）

総 便 益（Ｂ）

水源かん養便益 ３，８６９（千円）
災害防止便益 ７７，３１４（千円）

計 ８１，１８３（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．３２

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すると今後の集中豪雨
等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与えるおそれが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され、下流域の保全が図られることか
ら、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 8

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 185

a-2 1,194

流域貯水便益 b-1 135

b-2 875

水質浄化便益 c-1 198

c-2 1,282

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 7,144 7,144 ＋ 46,199 ＋ 12 ＝

d-2 46,199 53,355 <

土砂崩壊防止便益 e 12 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 77,314 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 81,183

事 業 費  （Ｃ）　 61,298 千円

81,183

61,298

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

77,314

適用しない

復旧治山      
湯川（Ⅱ）

備　　　　考

長野県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 1.32＝ ＝



別紙２
整理番号 ９

事 前 評 価 個 表

平成２０年度（単年度）事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間

事業実施地区名 境川Ⅱ（さかいがわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） 長野県 中信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県松本市の西部、奈川地区に位置し、急峻で、地質は古生層の
粘板岩などが主体ではあるが一部に乗鞍・焼岳火山噴出物や安山岩があり、厳冬
期の気温低下による凍結融解等による風化作用が著しく荒廃の誘因となってい
る。
平成１８年７月の梅雨前線豪雨（総雨量５０３mm）にともなう集中豪雨によ

り、林道等に被害を与えた。
このため、山腹工により崩壊地の復旧及び表面浸食による土砂流出を防止し、

県道等の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもので
ある。

主な事業内容： 山腹工 ０．０６ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １７，３０８（千円）

総 便 益（Ｂ）

水源かん養便益 ７０６（千円）
災害防止便益 ４３，０６４（千円）

計 ４３，７７０（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．５３

評価結果 ・必要性： 現在も崩壊地の拡大が進んでおり、放置すると今後の集中豪雨等の
際に崩壊地が拡大し下流に被害を与える恐れが高い。このため、山腹
崩壊地の復旧により、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 9

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 69

a-2 191

流域貯水便益 b-1 48

b-2 133

水質浄化便益 c-1 71

c-2 194

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 2,679 2,679 ＋ 7,374 ＋ 2 ＝

d-2 7,374 10,055 <

土砂崩壊防止便益 e 2 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 43,064 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 43,770

事 業 費  （Ｃ）　 17,308 千円

43,770

17,308

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

43,064

適用しない

復旧治山      
境川（Ⅱ）

備　　　　考

長野県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.53＝ ＝



別紙様式２
整理番号 １０

事 前 評 価 個 表

復旧治山（国有林） 平成20年度～平成24年度（5年間）事業名 事業計画期間

雨川中流 中部森林管理局事業実施地区名 事業実施主体
東信森林管理署（都道府県名） （あまかわちゅうりゅう）

（長野県）

当地区は長野県佐久市南東部の群馬県境付近の信濃川水系雨川の上流域に事業の概要・目的
位置し、地質は渓床部付近で泥岩・砂岩・礫岩、尾根部付近で凝灰岩・凝灰
質泥岩等で構成され、凍結、融解等による風化が著しく急峻地であるため荒
廃が進んでいる。また、地区内には長野県と群馬県を結ぶ県道93号線（臼田
～下仁田）が通じ、地区内の一部は妙義荒船佐久高原国定公園内であること
から、妙義山や荒船山などの観光地へのアクセス道路としても利用されてい
る。

平成19年9月の台風9号にともなう集中豪雨により、山腹崩壊や渓床内の不
安定土砂が流出し、民地への土砂流入及び県道・林道が損壊して通行止とな
る被害が発生した。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚固定と不安
定土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 8基
山腹工 0.17ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １１５,１６７（千円）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３２,５０９（千円）

災害防止便益 ２００,６８０（千円）

計 ２３３,１８９（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.０２

・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すると今後の集中評価結果
豪雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与えるお
それが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による山脚の
固定と不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施
するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安
定土砂が安定し、土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られる
ことから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・
工法で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率
性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析
及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林
の持つ公益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されている
ものと認められる。



様式１

整理番号 10

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 148

a-2 12,856

流域貯水便益 b-1 90

b-2 7,825

水質浄化便益 c-1 132

c-2 11,458

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 752 752 ＋ 65,299 ＋ 6 ＝

d-2 65,299 66,057 <

土砂崩壊防止便益 e 6 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 200,680 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 233,189

事 業 費  （Ｃ）　 115,167 千円

233,189

115,167

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

200,680

適用しない

復旧治山      
雨川中流

備　　　　考

長野県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.02＝ ＝



別紙様式２
１１整理番号

事 前 評 価 個 表

復旧治山（国有林） 平成20年度～平成21年度（2年間）事業名 事業計画期間

長倉山 中部森林管理局事業実施地区名 事業実施主体
（ながくらやま） 東信森林管理署（都道府県名）

（長野県）

当地区は長野県軽井沢町北部に位置し、浅閒山の南東斜面に広がる軽井沢事業の概要・目的
町の後背に展開する地域である。全域が上信越高原国立公園に指定され、周
辺には別荘地・ｺﾞﾙﾌ場が点在し、地区内を白糸の滝へ通じる民間道路が横断
するなど、毎年多くの観光客が訪れている。

地質は、ほぼ全域を安山岩類が占め、その上を噴出年代の異なる数層の浮
石層が厚く堆積しているため、集中豪雨など浸食に脆弱であり、荒廃が進ん
でいる地区である。平成19年9月の台風9号にともなう集中豪雨により、山腹
崩壊や渓床内の不安定土砂が流出し、このまま放置すれば崩壊地の拡大や不
安定土砂の流出により、下流域に被害を与える危険が高まっている。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚固定と不安
定土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 3基
山腹工 0.23ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ５４,２３９（千円）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １４,１７８（千円）

災害防止便益 １２７,８４９（千円）

計 １４２,０２７（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.６２

・必要性： 地質的に脆弱な地域で荒廃が進んでおり、放置すると今後の集評価結果
中豪雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与える
おそれが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による山脚
の固定と不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実
施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安
定土砂が安定し、土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られる
ことから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・
工法で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率
性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析
及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林
の持つ公益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されている
ものと認められる。



様式１

整理番号 11

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 276

a-2 6,620

流域貯水便益 b-1 118

b-2 2,837

水質浄化便益 c-1 173

c-2 4,154

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 1,018 1,018 ＋ 24,396 ＋ 7 ＝

d-2 24,396 25,421 <

土砂崩壊防止便益 e 7 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 127,849 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 142,027

事 業 費  （Ｃ）　 54,239 千円

142,027

54,239

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.62＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

127,849

適用しない

復旧治山      
長倉山

備　　　　考

長野県



別紙様式２
整理番号 １２

事 前 評 価 個 表

復旧治山（国有林） 平成20年度～平成21年度（2年間）事業名 事業計画期間

杣添川南 中部森林管理局事業実施地区名 事業実施主体
（そまぞえがわみなみ） 東信森林管理署（都道府県名）

（長野県）

当地区は長野県南牧村西部に位置し、八ヶ岳連峰を主峰とする赤岳及び横事業の概要・目的
岳を結ぶ稜線の東斜面に展開する地域である。また全域が八ヶ岳中信高原国
定公園に指定されており、多くの登山者が訪れるとともに、裾野には別荘地
や観光地の高原が広がり、高原野菜の栽培や牧場などにも利用されている。

地質は安山岩類が一面を覆い、広大な特殊荒廃地及び山腹崩壊地から生産
流出した古い土砂礫が、渓床内に不安定な状態で多量に堆積している。この
まま放置すると崩壊地の拡大等により、土砂が流出し下流域に被害を与える
危険が高まっている。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚固定と不安
定土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 3基
山腹工 0.17ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １１７,２０５（千円）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２３,４７２（千円）

災害防止便益 １６４,７７１（千円）

計 １８８,２４３（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １.６１

・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すると今後の集評価結果
中豪雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与え
るおそれが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による
山脚の固定と不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図る
ため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安
定土砂が安定し、土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られる
ことから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・
工法で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率
性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析
及び各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林
の持つ公益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されている
ものと認められる。



様式１

整理番号 12

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 148

a-2 8,489

流域貯水便益 b-1 103

b-2 5,917

水質浄化便益 c-1 151

c-2 8,664

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 752 752 ＋ 43,117 ＋ 5 ＝

d-2 43,117 43,874 <

土砂崩壊防止便益 e 5 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 164,771 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 188,243

事 業 費  （Ｃ）　 117,205 千円

188,243

117,205

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 1.61＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

164,771

適用しない

復旧治山      
杣添川南

備　　　　考

長野県



別紙２
整理番号 １３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度～平成29年度（10年間）

事業実施地区名 瀬戸沢１(せとざわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 南信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県上伊那郡辰野町の西部に位置し、下流にはキャンプ場や「蛇
石」と呼ばれる景勝地があり、観光客等の入り込みが多い地区の上流に位置して
いる。地質は、西南日本内帯、美濃帯の奈良井層と横川層に属し、泥岩（粘板
岩）、砂岩、砂岩泥岩層で構成され脆弱である。平成１８年７月の集中豪雨によ
り、山腹崩壊が発生し土石流となって林道を全壊する被害が発生し、渓流内に不
安定土砂が堆積している。このまま放置すると崩壊地の拡大や渓流内不安定土砂
が、林道や下流域の保全対象に被害を与える危険が高まっている。
このため、山腹工により崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定

土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本
事業を実施するものである。

主な事業内容
山腹工 ７．５９ｈａ
渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７５５，５８７（千円）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １２１，０２１（千円）

山地保全便益 ８１９，２９９（千円）

計 ９４０，３２０（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．２４

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すると今後の集中豪雨
等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与えるおそれが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し、土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることか
ら、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 13

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 39,313

a-2 55,606

流域貯水便益 b-1 4,387

b-2 6,205

水質浄化便益 c-1 6,424

c-2 9,086

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 338,890 338,890 ＋ 479,341 ＋ 1,068 ＝

d-2 479,341 819,299 >

土砂崩壊防止便益 e 1,068 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 224,488 適用しない

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 940,320

事 業 費  （Ｃ）　 755,587 千円

940,320

755,587

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 1.24＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

224,488

適用する

復旧治山      
瀬戸沢１

備　　　　考

長野県



整理番号 １４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０年度～２４年度（５年間）

事業実施地区名 事業実施主体 中部森林管理局贄川９

（都道府県名） 木曽森林管理署(にえかわ)
（長野県）

事業の概要・目的 当地区は 長野県塩尻市の南部（旧木曽郡楢川村）の信濃川水系・奈良井川、
の左岸側支流に位置し、地質は中生代の堆積岩（砂岩・泥岩）で構成され、地形
は急峻なことに加え局所的な集中豪雨によって荒廃が進んでいる地区である。平
成１８年７月の梅雨前線豪雨により新生崩壊が発生して、流出した土砂の一部が
贄川沢の下流域にある集落を直撃し、家屋の一部が土砂に埋まる被害を与えたこ
とから、地元塩尻市より早期復旧に取り組むよう要望が出されているところであ
る。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び渓間工による山脚の固定と不安
定土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 ９基
山腹工 1.01ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９０，９１３千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ７４，９２１千円

災害防止便益 ７０２，３３３千円

計 ７７７，２５４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．０７

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すると今後の集中豪雨
等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与えるおそれが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し、土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることか
ら、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 14

事 業 名 ：

施行箇所 ： （単位：千円）

中 区 分
評価額 Ｂ
（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 4,459

a-2 46,748

流域貯水便益 b-1 838

b-2 8,785

水質浄化便益 c-1 1,227

c-2 12,864

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 45,096 45,096 ＋ 472,834 ＋ 44 ＝

d-2 472,834 517,974 <

土砂崩壊防止便益 e 44 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 702,333 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便 益 合 計 （Ｂ） 777,254

事 業 費 （Ｃ） 190,913 千円

777,254

190,913

大 区 分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 4.07＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

702,333

適用しない

復旧治山

贄川9

備 考

長野



整理番号 １５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０年度～２２年度（３年間）

事業実施地区名 事業実施主体 中部森林管理局小木曽２４

（都道府県名） 木曽森林管理署(おぎそ)
（長野県）

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡木祖村の木曽川源流部に位置し、地質は内帯古生層で
構成され、地形は急峻であるが、比較的安定している地区であった。平成１８年
７月の梅雨前線豪雨により新生崩壊が発生し、濁水等の被害が発生したことか
ら、地元木祖村より早期復旧に取り組むよう要望が出されているところである。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び渓間工による山脚の固定と不安
定土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 ５基
山腹工 1.13ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １４２，６５６千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２４，８６７千円

災害防止便益 ２３７，３８８千円

計 ２６２，２５５千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．８４

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すると今後の集中豪雨
等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与えるおそれが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し、土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることか
ら、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 15

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 3,168

a-2 11,219

流域貯水便益 b-1 936

b-2 3,317

水質浄化便益 c-1 1,371

c-2 4,856

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 52,240 52,240 ＋ 185,012 ＋ 136 ＝

d-2 185,012 237,388 >

土砂崩壊防止便益 e 136 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 59,454 適用しない

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 262,255

事 業 費  （Ｃ）　 142,656 千円

262,255

142,656

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

59,454

適用する

復旧治山      
小木曽２４

備　　　　考

長野

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 1.84＝ ＝



整理番号 １６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０年度（単年度）

事業実施地区名 事業実施主体 中部森林管理局小木曽２５

（都道府県名） 木曽森林管理署(おぎそ)
（長野県）

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡木祖村の木曽川源流部に位置し、地質は内帯古生層で
構成され、地形は急峻であるが、比較的安定している地区であった。平成１８年
７月の梅雨前線豪雨により新生崩壊が発生し、濁水等の被害が発生したことか
ら、地元木祖村より早期復旧に取り組むよう要望が出されているところである。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び渓間工による山脚の固定と不安
定土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 ２基
山腹工 0.54ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４１，３４６千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １３，３２３千円

災害防止便益 １２７，２３９千円

計 １４０，５６２千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．４０

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すると今後の集中豪雨
等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与えるおそれが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し、土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることか
ら、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 16

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 1,895

a-2 5,813

流域貯水便益 b-1 560

b-2 1,719

水質浄化便益 c-1 820

c-2 2,516

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 31,255 31,255 ＋ 95,868 ＋ 116 ＝

d-2 95,868 127,239 >

土砂崩壊防止便益 e 116 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 43,557 適用しない

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 140,562

事 業 費  （Ｃ）　 41,346 千円

140,562

41,346

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 3.40＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

43,557

適用する

復旧治山      
小木曽２５

備　　　　考

長野



整理番号 １７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成２０年度～２２年度（３年間）

事業実施地区名 事業実施主体 中部森林管理局小俣川１

（都道府県名） 木曽森林管理署(こまたかわ)
（長野県）

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡王滝村の木曽川支流王滝川の左岸に位置し、地質は濃
飛流紋岩類で構成され、地形は急峻であるが、比較的安定している地区であっ
た。平成１８年７月の梅雨前線豪雨により新生崩壊が発生し、崩壊土砂が渓床内
に不安定な状態で堆積した。地元王滝村より下流域の保全のため早期復旧に取り
組むよう要望が出されているところである。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び渓間工による山脚の固定と不安
定土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 ２基
山腹工 0.54ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２７，７５８千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ７，３８３千円

災害防止便益 １０８，８９３千円

計 １１６，２７６千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．１９

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すると今後の集中豪雨
等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与えるおそれが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し、土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることか
ら、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 17

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 273

a-2 1,958

流域貯水便益 b-1 256

b-2 1,835

水質浄化便益 c-1 375

c-2 2,686

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 12,948 12,948 ＋ 92,832 ＋ 25 ＝

d-2 92,832 105,805 <

土砂崩壊防止便益 e 25 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 108,893 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 116,276

事 業 費  （Ｃ）　 27,758 千円

116,276

27,758

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 4.19＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

108,893

適用しない

復旧治山      
小俣川（Ⅰ）

備　　　　考

長野



整理番号 １８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度（単年度）

事業実施地区名 阿寺33（あでら） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署 南木曽支署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡大桑村の西部、阿寺渓谷の上流に位置し、地質は濃飛
流紋岩類で構成され、節理が発達し脆弱なため、崩壊が多く発生する等荒廃が進
んでいる。平成18年7月の梅雨前線にともなう集中豪雨により、拡大崩壊が発生
し、林道に流出した。このまま放置すると崩壊地の拡大によって林道等に被害を
与える危険が高まっている。
このため、山腹工により崩壊地の拡大及び表面浸食による土砂の流出を防止

し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するも
のである。

主な事業内容
山腹工 0.54ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９，２３１（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ９，３４８（千円）

山地保全便益 ６８，３０４（千円）

計 ７７，６５２（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．０４

評価結果 ・必要性： 現在も崩壊地の拡大が進んでおり、放置すると今後の集中豪雨等の
際に崩壊地が拡大し下流に被害を与える恐れが高い。このため、山腹
崩壊地の復旧により、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 18

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 2,066

a-2 3,773

流域貯水便益 b-1 504

b-2 920

水質浄化便益 c-1 738

c-2 1,347

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 24,111 24,111 ＋ 44,030 ＋ 163 ＝

d-2 44,030 68,304 >

土砂崩壊防止便益 e 163 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 10,889 適用しない

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 77,652

事 業 費  （Ｃ）　 19,231 千円

77,652

19,231

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 4.04＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

10,889

適用する

復旧治山      
阿寺-33(下大黒沢)

備　　　　考

長野



整理番号 １９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度～平成22年度（3年間）

事業実施地区名 阿寺51（あでら） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） (長野県) 木曽森林管理署 南木曽支署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡大桑村の西部、阿寺渓谷の上流に位置し、地質は濃飛
流紋岩等で構成され、節理が発達し脆弱なため、崩壊が多く発生する等荒廃が進
んでいる。平成18年7月の梅雨前線にともなう集中豪雨により、拡大崩壊が発生
し、渓床内に不安定土砂の堆積が進んでいる。このまま放置すると今後の集中豪
雨等の際、渓岸荒廃の拡大や不安定土砂の流出等により、下流域に被害を与える
危険が高まっている。
このため、渓間工により、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出

を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施
するものである。

主な事業内容
渓 間 工 5基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ８４，８２４（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ３０，０６３（千円）

災害防止便益 １５２，４５０（千円）

計 １８２，５１３（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．１５

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すると今後の集中豪雨
等の際に不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高い。このため、渓
間工により渓流の安定を図り、不安定土砂の流出を防止し、下流域の
保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 19

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 0

a-2 11,788

流域貯水便益 b-1 0

b-2 7,416

水質浄化便益 c-1 0

c-2 10,859

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 0 0 ＋ 35,165 ＋ 0 ＝

d-2 35,165 35,165 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 152,450 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 182,513

事 業 費  （Ｃ）　 84,824 千円

182,513

84,824

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

152,450

適用しない

復旧治山      
阿寺-51(大ﾌｸﾍﾞ沢)

備　　　　考

長野

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.15＝ ＝



整理番号 ２０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度～平成22年度（3年間）

事業実施地区名 伊奈川2 (いながわ) 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） (長野県) 木曽森林管理署 南木曽支署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡大桑村の東部に位置し、地質は風化の進んだ花崗岩類
で構成され非常に脆弱である。また、木曽山地の急峻な地形等による局地的な豪
雨が多発しやすい地区であり荒廃が進んでいる。
上流域には、広範囲に渡り多数の特殊崩壊地が散在しており、崩壊地から流出

した土砂が不安定土砂となり渓床内に堆積している。渓流内には、関西電力の取
水施設があり、不安定土砂の流出により被害を受ける恐れが高まっている。平成
18年7月の梅雨前線にともなう集中豪雨では、不安定土砂の一部が流出し、本流
の伊奈川ダムへと流入した。
このため、渓間工により渓流の安定を図り、不安定土砂の流出を防止し、下流

域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するものであ
る。

主な事業内容
渓間工 6基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １８１，８６０（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ３８，０８１（千円）

災害防止便益 ３３７，６８１（千円）

計 ３７５，７６２（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０７

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高い。このため、
渓間工により渓流の安定を図り、不安定土砂の流出を防止し、下流域
の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し、土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることか
ら、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 20

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 0

a-2 14,944

流域貯水便益 b-1 0

b-2 9,389

水質浄化便益 c-1 0

c-2 13,748

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 0 0 ＋ 44,579 ＋ 0 ＝

d-2 44,579 44,579 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 337,681 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 375,762

事 業 費  （Ｃ）　 181,860 千円

375,762

181,860

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

337,681

適用しない

復旧治山      
伊奈川-2(ｶﾅ沢)

備　　　　考

長野

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.07＝ ＝



整理番号 ２１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度（単年度）

事業実施地区名 伊奈川7（いながわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署 南木曽支署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡大桑村の東部に位置し、地質は風化の進んだ花崗岩
類で構成され非常に脆弱である。また、木曽山地の急峻な地形等による局地的な
豪雨が多発しやすい地区であり荒廃が進んでいる。
上流域には、広範囲に渡り多数の特殊崩壊地が散在しており、崩壊地から流出

した土砂が不安定土砂となり渓床内に堆積している。平成18年7月の梅雨前線に
ともなう集中豪雨では、下流に流出した。また、下流には関西電力の伊奈川ﾀﾞﾑ
が所在しており、今後、下流域への土砂流出を防ぐ対策が必要である。
このため、渓間工により渓流の安定を図り、不安定土砂の流出を防止し、下流

域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するものであ
る。

主な事業内容
渓間工 1基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９，２３１ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ６，５３０ （千円）

災害防止便益 １０８，８９３ （千円）

計 １１５，４２３ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．００

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すると今後の集中豪雨
等の際に不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高い。このため、渓
間工により渓流の安定を図り、不安定土砂の流出を防止し、下流域の
保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、渓流の安定が図られ、土砂の流出が
抑制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 21

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 0

a-2 2,609

流域貯水便益 b-1 0

b-2 1,591

水質浄化便益 c-1 0

c-2 2,330

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 0 0 ＋ 7,544 ＋ 0 ＝

d-2 7,544 7,544 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 108,893 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 115,423

事 業 費  （Ｃ）　 19,231 千円

115,423

19,231

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

108,893

適用しない

復旧治山      
伊奈川-7(ﾜﾙ沢)

備　　　　考

長野

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 6.00＝ ＝



整理番号 ２２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度～平成22年度（3年間）

事業実施地区名 田立11（ただち） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署 南木曽支署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡南木曽町の南部に位置し、大滝川流域は、「田立の
滝」と呼ばれる日本の滝百選にも選ばれている景勝地であり、毎年多くの観光客
が訪れている。地質は風化の進んだ花崗岩類で構成され非常に脆弱である。ま
た、木曽山地の急峻な地形等による局地的な豪雨が多発しやすい地区であり荒廃
が進んでいる。集中豪雨時には、崩壊地より『田立の滝』を散策する遊歩道に落
石等が発生している。また大滝川の支流には多量の土砂が堆積しており、今後土
石流となって、下流域に被害を与える危険性が高く、南木曽町・地元観光協会か
らは、早期復旧に取り組むよう要望が出されている地区である。
このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による不安定土砂の流出を

防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施す
るものである。

主な事業内容
渓間工 2基
山腹工 0.50ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １０２，５９０（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １３，４３０ （千円）

災害防止便益 ３０２，３４４ （千円）

計 ３１５，７７４ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．０８

評価結果 ・必要性： 花崗岩の風化したマサ土地帯で崩壊地が発生しやすい地域であり自
然復旧が困難であることから、放置すると今後の集中豪雨等の際に崩
壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐れが高い。こ
のため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により不安定土砂の流出を防止
し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認めら
れる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され、下流域の保全が図られることか
ら、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 22

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 2,410

a-2 5,512

流域貯水便益 b-1 680

b-2 1,555

水質浄化便益 c-1 996

c-2 2,277

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 29,022 29,022 ＋ 66,370 ＋ 40 ＝

d-2 66,370 95,432 <

土砂崩壊防止便益 e 40 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 302,344 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 315,774

事 業 費  （Ｃ）　 102,590 千円

315,774

102,590

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

302,344

適用しない

復旧治山      
田立-11(田立の滝)

備　　　　考

長野

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 3.08＝ ＝



整理番号 ２３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度（単年度）

事業実施地区名 南木曽37（なぎそ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署 南木曽支署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡南木曽町の中央部に位置し、地質は風化の進んだ花崗
岩類で構成され非常に脆弱である。また、木曽山地の急峻な地形等による局地的
な豪雨が多発しやすい地区であり荒廃が進んでいる。平成18年7月の梅雨前線に
ともなう集中豪雨により、山腹崩壊が発生し荒廃が進行している。また、崩壊地
より下流には南木曽町三殿地区及びJR・国道19号線が所在しており、地区住民及
び南木曽町より早期復旧に取り組むよう要望が出されている地区である。
このため、山腹崩壊地の復旧及び土砂礫の流出を防止し、下流域の保全及び保

安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
山腹工 0.79ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １４，４２３ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １２，７８２ （千円）

山地保全便益 ９０，９２０ （千円）

計 １０３，７０２ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．１９

評価結果 ・必要性： 現在も崩壊地の拡大が進んでおり、放置すると今後の集中豪雨等の
際に崩壊地が拡大し下流に被害を与える恐れが高い。このため、山腹
崩壊地の復旧により、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 23

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 2,929

a-2 4,611

流域貯水便益 b-1 826

b-2 1,301

水質浄化便益 c-1 1,210

c-2 1,905

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 35,273 35,273 ＋ 55,525 ＋ 122 ＝

d-2 55,525 90,920 >

土砂崩壊防止便益 e 122 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 0 適用しない

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 103,702

事 業 費  （Ｃ）　 14,423 千円

103,702

14,423

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 7.19＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

0

適用する

復旧治山      
南木曽-37(四ノ沢)

備　　　　考

長野



整理番号 ２４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度～平成22年度（3年間）

事業実施地区名 北蘭22 (きたあららぎ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署 南木曽支署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡南木曽町の南部に位置し、地質は風化の進んだ花崗岩
類で構成され非常に脆弱である。また、木曽山地の急峻な地形等による局地的な
豪雨が多発しやすい地区であり荒廃が進んでいる。平成18年7月の梅雨前線にと
もなう集中豪雨により崩壊地が拡大した。今後、集中豪雨等の際には、更なる拡
大崩壊が危惧され、不安定土砂の流出等により下流域に被害を与える危険性があ
る。また直下には、南木曽町広瀬地区及び国道256号線が所在しており、地区住
民及び南木曽町より早期復旧に取り組むよう要望が出されている地区である。
このため、山腹工により崩壊地の拡大及び表面浸食による土砂の流出を防止

し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するも
のである。

主な事業内容
山腹工 1.43ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７１，０２３ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ２６，８５３ （千円）

山地保全便益 １９０，８４３ （千円）

計 ２１７，６９６ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．０７

評価結果 ・必要性： 現在も崩壊地の拡大が進んでおり、放置すると今後の集中豪雨等の
際に崩壊地が拡大し下流に被害を与える恐れが高い。このため、山腹
崩壊地の復旧により、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 24

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 5,303

a-2 10,538

流域貯水便益 b-1 1,496

b-2 2,973

水質浄化便益 c-1 2,190

c-2 4,353

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 63,849 63,849 ＋ 126,884 ＋ 110 ＝

d-2 126,884 190,843 >

土砂崩壊防止便益 e 110 →

環境保全便益       炭素固定便益 f 0
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 15,245 適用しない

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 217,696

事 業 費  （Ｃ）　 71,023 千円

217,696

71,023

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 3.07＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

15,245

適用する

復旧治山      
北蘭-22(ﾑｸﾘ沢)

備　　　　考

長野



別紙２
整理番号 ２５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度（単年度）

事業実施地区名 穂高（下抜戸沢） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） ( ( )) 飛騨森林管理署ほだか しもぬけどさわ

（岐 阜 県）

事業の概要・目的 当地区は岐阜県高山市の北東部に位置し、抜戸岳（標高2,812m）の東側を侵食
する谷で、西方向に曲流しながら神通川に合流する流域である。流域の多くが高
標高地域に属し、上流部には、気象条件が厳しいことなどから特殊崩壊地があ
り、絶えず表面侵食が進んでいる。また、中流～下流には地質を素因とし、降雨
・降雪を誘因とした崩壊地が見られ、こちらも断続的に侵食が進行している。こ
のため、渓床には不安定土砂が堆積し、頻繁に土石の集合運搬が発生し、流末に
は、扇状地を形成している。
上流部の特殊崩壊地は、今後の融雪・梅雨期等の集中豪雨による拡大が懸念さ

れるとともに、流末は扇状地となっていることから、流路が固定されず、乱流に
よって山脚部の侵食が懸念されることから、扇状地の不安定土砂の流出を防止す
ることにより、下流の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的として本事業
を実施するものである。

・主な事業内容 渓 間 工 5基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４５，０００（千円）

総 便 益（Ｂ） 水 源 か ん 養 便 益 ２，６７４（千円）

災 害 防 止 便 益 ２０６，６５９（千円）

計 ２０９，３３３（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．６５

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高い。このため、
渓間工により渓流の安定を図り、不安定土砂の流出を防止し、下流域
の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、渓流の安定が図られ、土砂の流出が
抑制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 25

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 0

a-2 1,124

流域貯水便益 b-1 0

b-2 629

水質浄化便益 c-1 0

c-2 921

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 0 0 ＋ 3,353 ＋ 0 ＝

d-2 3,353 3,353 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 206,659 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 209,333

事 業 費  （Ｃ）　 45,000 千円

209,333

45,000

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 4.65＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

206,659

適用しない

復旧治山      
穂高(下抜戸沢)

備　　　　考

岐阜県



別紙２
整理番号 ２６

事 前 評 価 個 表

事業名 特定流域総合治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度～平成24年度（5年間）

事業実施地区名 黒内（ふくろ洞支渓） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） ( ( )) 飛騨森林管理署くろうち ふくろぼらしけい

（岐 阜 県）

事業の概要・目的 当地区は岐阜県飛騨市の中心から西方向へ約８kmに位置し、比較的急峻な中小
の起伏地形を呈しており、活断層の影響を受けて破砕作用が著しいため、脆弱な
地質構造となっている。
平成11年９月の台風16号に伴う集中豪雨(連続雨量2 9 0mm)では、当地区を含む

黒内国有林では、上流部の稜線付近に発生した大規模崩壊地が引き金となった土
石流によって、下流の黒内集落に壊滅的な被害をもたらし、不安定土砂や流木が
大量に堆積している。平成16年10月発生の台風23号に伴う集中豪雨では、上流部
の拡大崩壊や不安定土砂が流下し、一部が集落付近まで達しているため、下流域
に再び甚大な被害をもたらす危険性が極めて高くなっている。
このため、流域の一体的管理を目的として岐阜県との連携により、山腹工によ

る崩壊地の復旧及び保安林機能の増進を図ることとしている。

・主な事業内容 渓 間 工 4基
山 腹 工 0.05ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １４５，１２９（千円）

総 便 益（Ｂ） 水 源 か ん 養 便 益 １３，０８４（千円）

災 害 防 止 便 益 ９９４，６８０（千円）

計 １，００７，７６４（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．９４

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高い。このため、
渓間工により渓流の安定を図り、不安定土砂の流出を防止し、下流域
の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し、土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることか
ら、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目(チェックリスト)、費用対効果分析及び各
観点からの評価を踏まえて、総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と、下流の土砂流出防止が効果的に計画されているものと認めら
る。



様式１

整理番号 26

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 38

a-2 4,848

流域貯水便益 b-1 26

b-2 3,301

水質浄化便益 c-1 38

c-2 4,833

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 133 133 ＋ 16,873 ＋ 2 ＝

d-2 16,873 17,008 <

土砂崩壊防止便益 e 2 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 994,680 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 1,007,764

事 業 費  （Ｃ）　 145,129 千円

1,007,764

145,129

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

994,680

適用しない

復旧治山      
黒内(ふくろ洞支渓)

備　　　　考

岐阜県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 6.94＝ ＝



別紙２
整理番号 ２７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度～平成24年度（5年間）

事業実施地区名 舟原山（栃洞谷） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） ( ( )) 飛騨森林管理署ふなばらやま とちぼらだに

（岐 阜 県）

事業の概要・目的 当地区は岐阜県飛騨市の南西部の高山市境に位置し、尾崎山山頂から西方向に
延びる稜線に源を発し、南西方向に曲流しながら小鳥川に合流する流域である。
地形は比較的緩やかであるが、地質は粘性に富む脆弱な風化土層となっており、
下流域では渓岸浸食・渓岸崩壊を誘発している。
平成11年９月の台風16号に伴う集中豪雨では、連続時雨量1 3 9mmを記録し、当

地区内には多数の崩壊地が発生し、土石流を引き起こし、下流の集落等に大きな
土砂災害を招いた。土石流の流下した渓岸部は浸食が進んでおり、支渓で発生し
た土石流は本流合流点付近を中心に流動化しやすい不安定な状態で堆積してい
る。
渓流下流部の渓岸浸食は、今後の融雪・梅雨期等の集中豪雨による拡大が懸念

されるとともに、渓流内に堆積している不安定土砂や流木は流出を繰り返してい
ることから、災害に強い流域づくりのため、下流の保全および保安林機能の増進
を目的に本事業を実施するものである。

・主な事業内容 渓 間 工 4基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １２２，６０３（千円）

総 便 益（Ｂ） 水 源 か ん 養 便 益 ９，２５７（千円）

災 害 防 止 便 益 ２６０，４５６（千円）

計 ２６９，７１３（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．２０

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高い。このため、
渓間工により渓流の安定を図り、不安定土砂の流出を防止し、下流域
の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、渓流の安定が図られ、土砂の流出が
抑制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 27

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 0

a-2 4,203

流域貯水便益 b-1 0

b-2 2,051

水質浄化便益 c-1 0

c-2 3,003

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 0 0 ＋ 10,532 ＋ 0 ＝

d-2 10,532 10,532 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 260,456 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 269,713

事 業 費  （Ｃ）　 122,603 千円

269,713

122,603

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

260,456

適用しない

復旧治山      
舟原山（栃洞谷）

備　　　　考

岐阜県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.20＝ ＝



別紙２
整理番号 ２８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度（単年度）

事業実施地区名 大白川（タキ谷） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） ( ( )) 飛騨森林管理署おおしらかわ たきだに

（岐 阜 県）

事業の概要・目的 当地区は岐阜県高山市の西部に位置し、大野郡白川村の白山連峰東南側に位置
し、地質は白山火山岩類が分布している。地形は大起伏山地を呈し、深く渓流に
刻まれて起伏量・谷密度・山腹斜面ともに大である。
当地区を含む周辺一帯は、熱水変質・温泉作用を受けて、粘土化および酸性化

が進んだ地域となっており、平成12年の豪雪によるなだれ災害や、平成16年の集
中豪雨によって崩壊地が拡大し、生産された土砂が渓岸部を浸食しながら移動流
下した。今もなお、崩壊地直下の渓岸部は浸食が進んでいる。
崩壊地および渓岸浸食は、今後の融雪・梅雨期等の集中豪雨による拡大が懸念

されることから、災害に強い流域づくりのため、下流の保全および保安林機能の
維持増進を目的に本事業を実施するものである。

・主な事業内容 渓 間 工 2基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４３，２６９（千円）

総 便 益（Ｂ） 水 源 か ん 養 便 益 ７，２８３（千円）

災 害 防 止 便 益 ９１，４０７（千円）

計 ９８，６９０（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．２８

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高い。このため、
渓間工により渓流の安定を図り、不安定土砂の流出を防止し、下流域
の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、渓流の安定が図られ、土砂の流出が
抑制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 28

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 0

a-2 2,875

流域貯水便益 b-1 0

b-2 1,789

水質浄化便益 c-1 0

c-2 2,619

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 0 0 ＋ 7,609 ＋ 0 ＝

d-2 7,609 7,609 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 91,407 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 98,690

事 業 費  （Ｃ）　 43,269 千円

98,690

43,269

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.28＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

91,407

適用しない

復旧治山      
大白川（タキ谷）

備　　　　考

岐阜県



別紙２
整理番号 ２９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度～平成21年度（2年間）

事業実施地区名 六厩川（大簑谷） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） ( ( )) 飛騨森林管理署むまやがわ おおみのだに

（岐 阜 県）

事業の概要・目的 当地区は岐阜県高山市の西部に位置し、標高約1,500mに源を発し、西方向に曲
流しながら六厩川に合流する流域である。渓床は比較的緩やかであるが満壮年期
から晩壮年期の急峻で起伏の大きい地形である。地質は濃飛流紋岩で比較的堅固
であるが、厳冬期の気温の低下により、地表面や基岩の凍結・融解による風化作
用が著しく、荒廃の誘因となっている。
平成16年10月発生の台風23号に伴う集中豪雨では連続時雨量2 8 3mmを記録し、

新生崩壊地や渓岸崩壊が発生する被害が発生した。渓床内には不安定土砂が厚く
堆積しており、二次浸食によって土砂流出の発生源となり、豪雨時には流出を繰
り返している。
多く点在する崩壊地は、今後の融雪・梅雨期等の集中豪雨による拡大が懸念さ

れるとともに、本流および支渓に堆積している不安定土砂や流木は流出を繰り返
していることから、災害に強い流域づくりのため、下流の保全および保安林機能
の維持増進を目的に本事業を実施するものである。

・主な事業内容 渓 間 工 2基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３７，５００（千円）

総 便 益（Ｂ） 水 源 か ん 養 便 益 １９，７３４（千円）

災 害 防 止 便 益 ８２，６６３（千円）

計 １０２，３９７（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．７３

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高い。このため、
渓間工により渓流の安定を図り、不安定土砂の流出を防止し、下流域
の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、渓流の安定が図られ、土砂の流出が
抑制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 29

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 0

a-2 8,157

流域貯水便益 b-1 0

b-2 4,727

水質浄化便益 c-1 0

c-2 6,850

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 0 0 ＋ 24,741 ＋ 0 ＝

d-2 24,741 24,741 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 82,663 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 102,397

事 業 費  （Ｃ）　 37,500 千円

102,397

37,500

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

82,663

適用しない

復旧治山      
大簑谷地区

備　　　　考

岐阜県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.73＝ ＝



別紙２
整理番号 ３０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度～平成29年度（10年間）

事業実施地区名 小黒川 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （おぐろかわ） 岐阜森林管理署

岐阜県

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県下呂市小坂町の東約７㎞、 小黒川谷の上流に位置し、中央部に
は、栃原谷が東北－ 南西方向に流下し、その下流には麦島及び下島地区が存在す
る。小黒川谷沿いには、高山市朝日と下呂市小坂町を結ぶ県道441号線があり、行楽
シーズン には、多くの観光客が訪れるところである。
平成１４年７月の台風７号に伴う集中豪雨では、土石流が発生し、林道の埋設や決壊

等大きな被害が発生した。平成１６年１０月の台風２３号や平成１８年７月の集中豪雨等
により、崩壊地の拡大や渓流内不安定土砂が流出し、下流の保全対象に被害を与える
危険が高まっている。
このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、下流の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施
するものである。

主な事業内容 渓間工 5基
山腹工 1.01ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 267，660 （千円）

総 便 益（Ｂ） （千円）

水源かん養便益 ３８，140

災害防止便益 ７５８，６９０

計 ７９６，８３０

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.９８

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すると今後の集中豪雨等の
際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与えるおそれが高い。この
ため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による山脚の固定と不安定土砂の流出を
防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められ
る。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土砂が安定
し、土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性
は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法で検
討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び各観点
からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公益的機能の
増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認められる。



様式１

整理番号 30

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 1,546

a-2 12,749

流域貯水便益 b-1 1,046

b-2 8,630

水質浄化便益 c-1 1,532

c-2 12,637

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 4,469 4,469 ＋ 36,863 ＋ 109 ＝

d-2 36,863 41,441 <

土砂崩壊防止便益 e 109 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 758,690 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 796,830

事 業 費  （Ｃ）　 267,660 千円

796,830

267,660

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

758,690

適用しない

復旧治山      
小黒川

備　　　　考

岐阜

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.98＝ ＝



別紙２
整理番号 ３１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度～平成29年度（10年間）

事業実施地区名 乗政（本谷） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （のりまさ（ほんたに）） 岐阜森林管理署

岐阜県

事業の概要・目的 当地区は、下呂市下呂の北東、阿寺山地の西側に位置しており、三国山・高森山・
寺田小屋の稜線に源を発する竹原川の水源地帯の一部を占めている。

本流の最上流部には谷頭や渓流部に崩壊地が多く存在し、崩壊地から渓流に土砂
を供給し続けており、堆積型の渓流荒廃地を作っている。また、地形は急峻で若栃断
層や鞍掛断層があることから、昭和30年代より治山事業が実施されているが、既設渓
間工に経年変化による損傷が見られる。

平成１６年１０月の台風２３号や平成１８年７月の集中豪雨等により、崩壊地の拡大
や渓流内不安定土砂が流出し、下流の保全対象に被害を与える危険が高まってい
る。

このため、山腹崩壊地の拡大防止及び渓床に堆積している不安定土砂の流出を防
止し、人家、県道等の下流の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業
を実施するものである。

主な事業内容 谷止工 ２ 基
谷止工補修 ２ 基
山腹工 0.93 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 225,483 （千円）

総 便 益（Ｂ） （千円）

水源かん養便益 24,１07

災害防止便益 593,786

計 617,893

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．７４

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すると今後の集中豪雨等の
際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与えるおそれが高い。この
ため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による山脚の固定と不安定土砂の流出を
防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認めら
れる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土砂が安
定し、土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、事業の有効
性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法で検
討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び各観点
からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公益的機能の
増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認められる。



様式１

整理番号 31

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 1,423

a-2 7,612

流域貯水便益 b-1 963

b-2 5,153

水質浄化便益 c-1 1,411

c-2 7,545

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 4,115 4,115 ＋ 22,010 ＋ 106 ＝

d-2 22,010 26,231 <

土砂崩壊防止便益 e 106 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 593,786 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 617,893

事 業 費  （Ｃ）　 225,483 千円

617,893

225,483

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

593,786

適用しない

復旧治山      
乗政(本谷)

備　　　　考

岐阜

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.74＝ ＝



別紙２
整理番号 ３２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度～平成24年度（5年間）

事業実施地区名 七宗（本谷） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （しちそう（ほんたに）） 岐阜森林管理署

岐阜県

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県加茂郡七宗町の中心から北へ直線で約５㎞ に位置し、神淵川支
流本谷の上流部に位置している。全体的に丸みを帯びた山体を呈するが、本谷沿い
の山地では基岩の露頭を伴う急峻な地形が形成されている。特に下流部の両岸は、
屹立した断崖をなし、峡谷となっている。地質的には、火山活動により噴出した溶岩が
冷えて固まって形成された濃飛流紋岩類が美濃帯を覆って厚く堆積している。

断層はないが、造山運動に伴う褶曲軸が存在し、林道の法面等に顕著な褶曲を受
けた地層面や小規模な断層が多数確認されたていることから、昭和30年代より治山事
業が実施されているが、既設渓間工に経年変化による損傷も見られる。

本谷沿いには、七宗町室兼と大姉を結ぶ林道があり、国道４１号線に通ずる道路と
して利用されている。

平成１６年１０月の台風２３号や平成１８年７月の集中豪雨等により、崩壊地の拡大
や渓床内不安定土砂が流出し、下流の保全対象に被害を与える危険が高まってい
る。

このため、山腹崩壊地の拡大防止及び渓床に堆積している不安定土砂の流出を防
止し、下流の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもので
ある。

主な事業内容 渓間工 １ 基
渓間工補修 ２ 基
山腹工 0.35ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ８０，１３３ （千円）

総 便 益（Ｂ） （千円）

水源かん養便益 １１，９３６

災害防止便益 ６１３，９１９

計 ６２５，８５５

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．８１

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すると今後の集中豪雨等の
際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与えるおそれが高い。この
ため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による山脚の固定と不安定土砂の流出を
防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認めら
れる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土砂が安
定し、土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、事業の有効
性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法で検
討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び各観点
からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公益的機能の
増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認められる。



様式１

整理番号 32

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 672

a-2 4,823

流域貯水便益 b-1 320

b-2 2,294

水質浄化便益 c-1 468

c-2 3,359

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 1,504 1,504 ＋ 10,790 ＋ 41 ＝

d-2 10,790 12,335 <

土砂崩壊防止便益 e 41 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 613,919 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 625,855

事 業 費  （Ｃ）　 80,133 千円

625,855

80,133

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 7.81＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

613,919

適用しない

復旧治山      
七宗本谷

備　　　　考

岐阜



別紙様式２
整理番号 ３３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度～平成24年度（5年間）

事業実施地区名 東沢( ) 事業実施主体 中部森林管理局ひがしざわ
（都道府県名） 岐阜県 東濃森林管理署

事業の概要・目的 当該地は、岐阜県中津川市の北部の阿寺山地に位置し、付知川によって深く浸
食された起伏・傾斜の大きい地域である。地質は濃飛流紋岩であるが、阿寺断層
をはじめとする多くの断層の影響を受け、節理の発達した崩壊しやすい地質とな
っていることから、集中豪雨等により渓岸荒廃等が進んでいる。また、地区内は
裏木曽県立自然公園に指定され渓谷と滝が美しいことから、多くの人が訪れる地
域である。平成16年10月の20号台風による集中豪雨等により、崩壊地の拡大や渓
床内の不安定土砂が流出し、下流の保全対象に被害を与える危険が高まってい
る。
このため、山腹崩壊地の拡大防止及び渓床に堆積している不安定土砂の流出を

防止し、下流の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施する
ものである。

主な事業内容
渓間工：5基 山腹工：0.33ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 156,456（千円）

総 便 益（Ｂ） （千円）
水源かん養 36,972
環境保全 0
災害防止 385,005

計 421,977

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.70

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すると今後の集中豪雨
等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与えるおそれが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し、土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることか
ら、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 33

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 451

a-2 13,154

流域貯水便益 b-1 314

b-2 9,168

水質浄化便益 c-1 460

c-2 13,425

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 1,460 1,460 ＋ 42,623 ＋ 53 ＝

d-2 42,623 44,136 <

土砂崩壊防止便益 e 53 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 385,005 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 421,977

事 業 費  （Ｃ）　 156,456 千円

421,977

156,456

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

385,005

適用しない

復旧治山      
東沢

備　　　　考

岐阜県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.70＝ ＝



別紙様式２
整理番号 ３４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度～平成24年度（5年間）

事業実施地区名 タツガヒゲ(たつがひげ) 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） 岐阜県 東濃森林管理署

事業の概要・目的 当該地は、岐阜県中津川市の北部の阿寺山地に位置し、付知川によって深く浸
食された起伏・傾斜の大きい地域である。地質は濃飛流紋岩であるが、阿寺断層
をはじめとする多くの断層の影響を受け、節理の発達した崩壊しやすい地質とな
っていることから、集中豪雨等により渓岸荒廃等が進んでいる。また、地区内は
裏木曽県立自然公園に指定され渓谷と滝が美しいことから、年間３０万人を超す
観光客が訪れている。平成16年10月の20号台風による集中豪雨等により、崩壊地
の拡大や渓床内の不安定土砂が流出し、下流の保全対象に被害を与える危険が高
まっている。
このため、山腹崩壊地の拡大防止及び渓床に堆積している不安定土砂の流出を

防止し、下流の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施する
ものである。

主な事業内容
渓間工：6基 山腹工：0.80ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 344,632（千円）

総 便 益（Ｂ） （千円）
水源かん養 77,618
環境保全 0
災害防止 836,334

計 913,952

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.65

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すると今後の集中豪雨
等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与えるおそれが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し、土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることか
ら、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 34

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 1,092

a-2 27,469

流域貯水便益 b-1 761

b-2 19,146

水質浄化便益 c-1 1,115

c-2 28,035

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 3,540 3,540 ＋ 89,008 ＋ 77 ＝

d-2 89,008 92,625 <

土砂崩壊防止便益 e 77 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 836,334 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 913,952

事 業 費  （Ｃ）　 344,632 千円

913,952

344,632

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.65＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

836,334

適用しない

復旧治山      
タツガヒゲ

備　　　　考

岐阜県



整理番号 ３５

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度（単年度）

事業実施地区名 的矢沢(まとやさわ) 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （愛知県） 愛知森林管理事務所

事業の概要・目的 当地区は、愛知県豊田市北部に位置し、地形は両岸が急峻な渓岸山脚で、地
質は火成岩類の黒雲母花崗岩で構成されている。渓床内には上流の小崩壊地か
ら流出する砂礫が堆積し、このまま放置すると今後の集中豪雨により土砂及び
流木が流出し県道へ被害を与える危険が高まっている。
このため、渓間工による山脚の固定と不安定土砂の流出を防止し、下流の保全

及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 1基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７，６９２（千円）

総 便 益（Ｂ）

水源かん養便益 １，９７１（千円）

災害防止便益 １２，７１７（千円）

計 １４，６８８（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．９１

評価結果 ・必要性： 上流部の崩壊地から流出する土砂の状況等から、放置すると今後の
集中豪雨等の際に堆積土砂が流出し被害を与える恐れが高い。このた
め、渓間工により渓流の安定を図り、不安定土砂の流出を防止し、下
流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 35

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 0

a-2 1,081

流域貯水便益 b-1 0

b-2 361

水質浄化便益 c-1 0

c-2 529

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 0 0 ＋ 2,257 ＋ 0 ＝

d-2 2,257 2,257 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 12,717 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 14,688

事 業 費  （Ｃ）　 7,692 千円

14,688

7,692

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

12,717

適用しない

復旧治山      
的矢沢

備　　　　考

愛知県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 1.91＝ ＝



整理番号 ３６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度～平成21年度 （２年間）

事業実施地区名 男川(おとがわ) 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （愛知県） 愛知森林管理事務所

当地区は、愛知県岡崎市東部に位置し、本宮山県立自然公園に指定され、四季事業の概要・目的
を通じて入込み者が多い地域である。地質は片麻岩で構成され、渓床内には渓岸
浸食、崩落流下土砂が不安定に堆積している。このまま放置すると渓岸崩壊の拡
大や渓床内不安定土砂が林道や下流の保全対象に被害を与える危険が高まってい
る。
このため、渓間工による山脚の固定と不安定土砂の流出を防止し、下流の保全

及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３４，９１１（千円）

総 便 益（Ｂ）

水源かん養便益 ７，３００（千円）

災害防止便益 ７１，５３６（千円）

計 ７８，８３６（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．２６

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中
豪雨等の際に不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高い。このた
め、渓間工により渓流の安定を図り、不安定土砂の流出を防止し、下
流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 36

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 0

a-2 3,973

流域貯水便益 b-1 0

b-2 1,350

水質浄化便益 c-1 0

c-2 1,977

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 0 0 ＋ 8,297 ＋ 0 ＝

d-2 8,297 8,297 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 71,536 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 78,836

事 業 費  （Ｃ）　 34,911 千円

78,836

34,911

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

71,536

適用しない

復旧治山      
男川

備　　　　考

愛知県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.26＝ ＝



整理番号 ３７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成20年度（単年度）

事業実施地区名 池上沢(いけがみさわ) 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （愛知県） 愛知森林管理事務所

事業の概要・目的 当地区は、愛知県豊橋市東部に位置し、石巻多米県立自然公園に指定されて
いるほか、豊橋自然観察教育林にも指定され入り込み者の多い地区となってい
る。

平成19年7月の台風4号に伴う集中豪雨により山腹崩壊地が発生した。このま
ま放置すると崩壊地が拡大する危険性が高まっている。

このため、山腹工による崩壊地の復旧を図り、下流の保全及び保安林機能の
増進を図るために本事業を実施するものである。

主な事業内容
山腹工 0.02 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２，８８５（千円）

総 便 益（Ｂ）

水源かん養便益 ７３５（千円）

災害防止便益 ７，９４８（千円）

計 ８，６８３（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．０１

評価結果 ・必要性： 現在も崩壊地の拡大が進んでおり、放置すると今後の集中豪雨等の
際に崩壊地が拡大し下流に被害を与える恐れが高い。このため、山腹
崩壊地の復旧により、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 37

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 40

a-2 350

流域貯水便益 b-1 14

b-2 126

水質浄化便益 c-1 21

c-2 184

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 88 88 ＋ 774 ＋ 0 ＝

d-2 774 862 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 7,948 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 8,683

事 業 費  （Ｃ）　 2,885 千円

8,683

2,885

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 3.01＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

7,948

適用しない

復旧治山      
池上沢

備　　　　考

愛知県
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